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ると、この情報共有には4 段階あるとされている≒ 第1 段階は、ハードウェアやプロトコルの共有















































































































































































































































































































































































































































































































商学論集』第27 号、1995 年、渡辺達朗「流通におけ る戦略同盟とチャネル組織の再編成（D －（5）」『流通情
52 経営 論集 第47号 （1998 年3 月 ）
報JNo.303-307,1994 年 ，Louisw.Stern ，AdelI.E トAnsaryandAnneT.Coughlan,MarketingChannels,PRENTICEHALL,1996,pp24
－29，pp302 つ305を参考にした。5
）金子郁容『ネットワーキングへの招待』中公新書，1986 年，92 －98 ページ。6









）「編しの関係」とい う表現は，チャネルリンケージ研究会における谷 口 優氏の発言である。11
）「店頭情報交換システム」については，ライオン㈱の量販店政策推進部の皆様から詳しく説明していただ
いた。謝意を表したい。12




）卯日本マーケティング協会主催［第3 期 流通チャネル戦略ニューパラダイム研究会］（1995 年度）のアソ
ゲート調査の一部である。14
） 日本経済新聞社企画調査部『流通広告ABCJ 日本経済新呵社，1982 年，14-15 ページ。15
）消費財メーカーが量販店との交渉でV- ダーシップを発揮する条件としては，「飛び抜けて素晴らしい差
別化された製品があること」「飛び抜けたシェア（カテゴV ーの70 ～80 ％のシェア）を持つこと］「情報力
が相手より優れていること（情報優位性）］「信頼されること「バイヤーの要望に確実に応えて行くこと」
が指摘されてい る。卸日本マーケティング協会『第3 期 流通チ十ネル戦略ニュー・パラダイム研究会年




永井 幸雄「店頭戦略のためのマーケティング体制再構築」『流通情報JNo.342,1997 年，11-15 ページ。
（1997 年12 月17 日受 理）
